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研究成果の概要（和文）：本研究の全体構想は、知的障害者家族が家族レジリエンスを促進させて、より安寧な暮らし
を送りうるようにサポートするプログラム開発にある。本研究は向老期の家族に焦点付けた。方法として、①強度の行
動障害者家族への聞き取り調査、②中途障害者家族の系時的聞き取り調査、③向老期の障害者家族と障害者を持たない
家族との量的比較調査からなる。
結果は、量的調査で安寧とは言えない障害者家族がその語りにおいて、向老期に向かってもぶれずに日常生活を送り、
いわゆる「親なき後」の心配をしていないとその安心を語るところに、障害や社会との戦いを生き抜いた自信と達成感
を見、それこそが家族レジリエンスであると考察された。

研究成果の概要（英文）：Purpose:  The whole picture of this study is the developing supporting program for
 the family with a person with disability, using family resilience.  In this study, I focus on the thresho
ld of old age.
Methods:  1. The Analysis of interviewing of families with a person with intensive conduct disorders.  2. 
The analysis of longitudinal interviewing of a family with a person with acquired disability.  3. The qual
itative research for families with/without a person with disabilities at their threshold of old age.  The 
purpose is drawing a blueprint how their well-being is related with family resilience and other staff.  
Results:  Although the situations of the families with a person with disability are still challenging , th
ey articulated that they are happy enough and don't worry about their adult children left alone after thei
r death.  Because they are proud enough of themselves for their struggle for long time to survive.  We can
 see family resilience at this point.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 日本の社会福祉では、近年本人主体の地域

での自立生活が謳われ、地域の役割はますま

す重要であるとされる一方で、家族への呼び

声も高まりつつあり、「人：環 境」システム

で、家族が中核的な機能を担う場合が多い。   

 とりわけ障害者分野での家族の役割はダ

ブルバインド的で黒子のような存在とも言

え、家族は、障害者福祉のパイオニアともい

うべき役割を担ってきた。そこで、未曾有の

高齢化社会を迎えている現代において、向老

期の障害児/者家族も、新たなニーズを持つ

チャレンジングは時を迎えつつある。その適

切な対応を講じることは今日の重要な課題

の一つである。 

 

２．研究の目的 

 研究の全体構想は、家族の持つ潜在的な回

復力に注目し、それを概念化した「家族レジ

リエンス」(Walsh 1996)1の臨床的応用にあり、

本研究は、知的障害者家族のための家族周期

に伴う長期・継続的な家族支援のサポートプ

ログラムの開発の端緒となすものである。家

族自らの力を信じ、促す家族レジリエンスの

立場をとれば、結局は個々人や家族全体が家

族の主役であり、「本人主体」、全体としての

「家族主体」と言う認識が浮かび上がってく

る。つまり「家族主体」のファミリーソーシ

ャルワークは、結果的に「本人主体」を方向

付けるものである。本研究は、その前提でフ

ァミリーソーシャルワークの具体的方法の

一つへの道筋を提示することにある。 

 

３．研究の方法 

⑴ 「強度の行動障害を持つ知的障害者家族

(親 8名)の第２回目聞き取り調査」2 

 2007 年に第１回目の知的障害者家族への

家族レジリエンスについての聞き取り調査

を行った3が、その際の分析焦点者８名に再度

の聞き取り調査を行った。前回１回目の分析

では、知的障害者家族が安寧に何とか日常生

活を送っているプロセスは、「家族が、様々

な問題や困難にもめげず、日常を「普通」の

暮らしであると現実構築をなすプロセスで

あり、それは閉ざされた家族や親の自己説得

的な思いのみによる現実構築ではなく、日常

生活での肯定的な環境との相互作用を経験

することで促進される」という示唆を得た。

そこで向老期を迎え、新たなニーズが生じて

いると想定されるご家族に日々の困難やそ

の対処について改めてうかがうこととした。 

⑵「系時的中途障害者家族の聞き取り調査」 

 50 歳代後半に事故により頚髄損傷で半身

不随になった中村さん家族との１２年間に

わたる４回の聞き取り調査のプロセスを紹

介し、ワルシュの目指す「家族レジリエンス

志向地域基盤実践（family-oriented 

community-based practice）の日本における

具体的な支援の可能性を探った。 

⑶向老期家族についての質問紙による調査  

 調査には以下の測定尺度を用いた。 

①「FFFS（フィータム家族機能尺度、Feetham 

Family Functioning Survey）日本語版Ｉ」 

(1982=法橋ら 2000)4 

②「ＦRＩ尺度（家族レジリエンス尺度）」（ワ

ルシュ（Walsh 1996） 5により得津ら(2006)6） 

③「改訂版 PGC モラールスケール」

（Philadelphia Geriatric Center Morale 

Scale）（古谷ら 1996)7  

④ GHQ-12（General Health Questionnaire）」 

（中川ら 1981）8 

  

４．研究成果 

⑴ 向老期を迎えた強度の行動障害を持つ

知的障害者家族への第２回目聞き取り  

① 調査の概要 

 強度の行動障害を持つご家族８名に７年

間に変化についての聞き取り調査をし、

M-GTA（Modified-Grounded Theory Approach、

修正版グラウンデッド・セオリー・アプロー



チ）による分析とした（木下 1999）9。日本

社会福祉学会倫理規定および、関西福祉科学

大学研究倫理規定を遵守し、調査に先立って

関西福祉科学大学研究倫理委員会の承認を

得るなど、倫理的配慮に留意した。 

 分析テーマを「強度の行動障害を持つ知的

障害者家族が揺らぎながら安寧な日常生活

を送りうる日常生活における現実構築のプ

ロセス」とし、「概念→（サブカテゴリー）

→カテゴリー→コアカテゴリー」とそれらの

関係性を可視化すべく、「結果図」を表し、

ストーリーラインにまとめた。 

図１『強度の行動障害を持つ知的障害者家族が揺

らぎ乍ら安寧な日常生活を送るようになる現実構

築のプロセス』結果図」 

 

 

 概念名は『 』、サブカテゴリーは[ ]、

カテゴリーは【 】、コアカテゴリーは《 》

で示した。 

 ② 分析の結果 

 分析の結果、３つのコアカテゴリーが見い

だされた。第一次調査時に見いだされたよう

に、家族は一端落ち着いて『本人主体という

基本的立場を保持』していたが、《「大変」に

は変わりはない》日常生活の中で、揺らぎ、

その中で《懸念や心配をバネに自分を生き

る》ようになり、《「大変」を乗り越えてきた

からこその「委ね」》という境地に達する。

また、M-GTA にあっては、現象特性という個々

の研究において具体的な内容部分を抜き取

った後に見える“うごき”の特性に注目する。

第一次調査で報告された現象特性は、「知的

障害者の家族が、その常ならぬ生活を日常生

活として、『家族』を投げないで、家族生活

を維持していくプロセスは、障害を持った子

どもや、並々ならぬ困難な日常が『フツー』

になっていくプロセスであり、そこの現象特

性の第一は、決して思い通りにいかない日常

生活の現状を、肯定的なものへと変換させる

過程である」とした。今回は、「家族は、向

老期を迎えて、自分たちの心身、社会的な状

況の変化や、将来の予測のために、『親なき

後』についての不安な状態にあるのではない

か」という前提に立ってのインタビューであ

ったが、家族は相変わらず自己犠牲的とも言

える暮らしを続けていた。しかしながら、思

いの他、向老期の動揺は語られず、何らかの

肯定的な変化が報告された。自らの力を越え

てどうしようもないことへのあきらめとも

開き直りともつかない気持ちと同時に、ここ

まで力を尽くしてきたからこそ悔いはない

ように見えた。また繰り返される様々な困難

に家族はもはや圧倒されず、「家族」であれ

ば、変化が付き物であり、変化は自然な成り

行きであることを経験的に体得していた。不

安や恐れよりも、それを乗り越えた達成に家

族は力付けられて、日々の非日常的な困難な

日々を過ごしていた。誰に促されずとも、家

族は自らが困難を乗り越えたことで自らを

エンパワメントし、おそれなく突き進んでい

く技を身につけているように思われた。 

⑵ 中途障害者家族の系時的聞き取り調査

の分析とその結果 

① 調査の概要 

 脊椎損傷による中途障害者中村さん（仮名）

とその家族と、受傷１年後からほぼ３−４年

おきに４回の半構造的面接法による聞き取

り調査を中村さん宅で行い、IC レコーダーに

よる録音を逐語録に現し、それに基づいて分

析した。前出の知的障害者家族と同様に倫理

的配慮を行った。 

v

v



 家族構成は１回目は、中村さん５７歳、妻

の B 子さん５６歳（専業主婦）。大学生の長

男 Cさん２１歳であった。その１２年後の４

回目の面接には、息子は３２歳となり専門職

にあり、新婚１年目の妻の Eさん（当時３０

歳 公務員）も参加した。 

 聞き取り調査は半構造的面接法による家

族と紹介者Dさんも含めた調査者との話し合

いであった。主に、受傷後と息子の結婚後の

家族の変化や家族レジリエンスと思われる

ものについてうかがった。 

 分析の方法はサトウが（2006）10が提唱し

た複線径路・等至性モデル（TEM Trajetory 

Equifinality Model）に基づいた。これは時

間の流れに沿って文化的価値や記号、社会的

影響性の概念を考慮にいれて、人や行動の変

化、流れを分析するものである。 

② 分析の結果 

 分析の結果をTEMの概念によって流れを追

って家族ライフサイクル上に４つの EFP（等

至点）の変化を中心の TEM 図に表した。 

図２「中村家 TEM 図と家族ライフサイクル」 

 

 ４回目の面接で語られた未来の予測も含

めて、EFP（等至点）は「地域生活の一応の

安定」であるが、それぞれ EFP1「地域移行適

応期の安定した在宅生活」、EFP2「中村さん

の辛さ前提の安定」、EFP3「新たな２世帯同

居での安定」、（将来的 EFP4「夫婦二人での

（家族ライフサイクル上の回帰に向けた）安

定」）とそれぞれの状況は異なり、安定して

は揺れ、揺れては安定しての繰り返しだった。 

 中村さんの家族の、中村さん受傷時から自

宅改築による地域生活に以降するまでのプ

ロセスは、家族が一体となり、私的・公的資

源にサポートされて、少なくとも理想的に適

応してきたものであるように語られていた。

しかしながら、そこに至るプロセスで筆者が

注目したのは、A 家での聞き取り調査の中で

一環して一顧だにされなかったTEM図で仮想

の EFP 点として描かれた「施設入所」の可能

性が、何時の間にか家族に共有されていたこ

とである。それを主に導いたものは、A さん

夫婦の身体的衰えや多忙な息子夫婦の日常

生活などの状況の変化であったと思われる

が、そこには余り葛藤が見られなかった。家

族や介護にまつわる記号の変化、大きな価値

の変容が自然に起こっていたと想像された。

その記号や価値を変化させる契機となる促

進記号は「息子（夫婦）の離巣」であった。

つまり現代社会のドミナントな「近代家族モ

デル」における「家族ライフサイクル」とい

う言説が、家族に結果的にそのモデルを生き

ることを促進し、「家族らしさ」という記号

として自己成就予言的に家族の変化に影響

していたように思われた。 

⑶ 質問紙による向老期家族についての量

的調査 

① データの収集方法と調査デザイン 

 知的障害者家族に対しては、大阪にある知

的障害者施設に留め置き調査を依頼した。１

００部配布し、返送数は 2５部であり、回収

率は 2５％であった。一般の向老期家族に対

しては、近畿圏にある知的障害者支援施設に

勤務するあるいはボランティア等で支援す

る方々を対象として、全５０施設に調査用紙

を 3部ずつ郵送した。返送数は５５通であり、

回収率は 37％であった。 

② 調査の結果と分析 

 尺度に関しては、「家族レジリエンス尺度」、

「主観的幸福感」、「精神的健康状態」につい

て、障害者家族と一般家族の間で各項目とカ
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テゴリーの合計の平均点の差の検定を、t 検

定を用いて行ない、さらに障害者家族と一般

の家族ごとで、「家族レジリエンス尺度」を

軸とした各尺度得点の相関係数を算出した。 

1) 家族レジリエンス尺度 今回の結果では、

3 つのカテゴリー各々の合計点すべてで 1％

水準の有意差がみられた。一般家族の方が障

害者家族よりも家族レジリエンスの要素を

強く示していると言える。明るい将来を描き、

家族間の強い結びつきを持って状況に対処

している姿が見てとれる。 

２) FFFS 尺度 「家族とサブシステムとの関

係」と「家族と社会との関係」の領域におい

ては、障害者家族と一般家族の間で顕著な違

いは見出せなかったが、「家族と社会との関

係」の c 得点（家族機能の価値）において、

有意な差とは言えないが、障害者家族の方が

一般家族よりも「家族と社会との関係」に価

値を置いている傾向が示された。 

3)「主観的幸福感」 ほとんどの項目で、一

般家族の方が障害者家族よりも得点が高く、

項目の内容からすると、「人生は苦渋に満ち

て」いるので「できるなら人生を取り替え」

たいと考えている様子が窺われた。 

4)「精神的健康状態」 ほとんどの項目で、

障害者家族の方が一般家族よりも得点が高

く、「心配事があって、良く眠れない」状態

が常態化していると考えられる。 

5) 各尺度得点間の相関 障害者家族では、

家族レジリエンスに対しては、「家族と家族

員の関係」や「家族とサブシステムの関係」

が大きく関連しており、家族構成員間の構造

が家族レジリエンス機能と関わっていると

こが窺えるものである。 

 一般家族では、家族レジリエンス尺度との

関連では、「安定性」と「家族の社会との関

係」が強く関連し、「楽観的恊働性」や「共

通性」、そして「安定性」が「主観的幸福感」

と強く関連していることから、家族のまとま

りが主観的幸福感を結びついていることが

窺われた。 

③ 考察と課題 

 測定尺度を用いた調査に関しては、回収さ

れたサンプル数が少なく、余り際立った違い

は見いだせなかったが、得た知見からおおま

かにまとめると、現在の状態には両者とも概

ね満足しているが、将来の心配もあり、とり

わけ障害者家族はサポートの必要性を感じ

るものが多い。 

⑷ まとめの考察 

 障害者家族のより安心な向老期における

現実構築のプロセスを家族レジリエンスを

手がかりに見てきたところ、以下の６つの点

が明らかになったと思われる。 

１．何とか一端落ち着いた日常生活を知的障

害者家族が向老期を迎えて揺らぎながら安

定するプロセスは、「恒常的、不可逆的にず

っと『大変』には変わりはない日常生活で、

家族ライフサイクルの影響などを受けたり、

内外の刺激に揺らぎながらも、その懸念や心

配をバネに自分を生きるようになり、『大変』

を乗り越えてきたからこその『委ね』という

境地に達する」ものである。 

２．その境地を導くものが、家族レジリエン

スという家族自身の所与の自発的な力であ

り、また、安心できる身近な施設や相談機関

の存在と長期にわたる関係である。 

３．障害者家族の日常生活には、依然多くの

困難があり、その日常生活の安全、安心には

経済的安定とともに日常的な社会福祉サー

ビスの一層の充実が求められている。 

４．人びとの個別の行動が変化するには、行

動の意味（記号）が変わり、それは価値の変

化であるが、それらは内在化しており人びと

の生活に大きな影響を与えている。 

５．危機介入的な状況において、制度が整っ

ており緊急性がある場合、時として本人や家

族が、自らや相互の価値との相克や葛藤・調

整や自己決定するまでもなく進んでいくお

それがあること。 



６．その価値の一つとして、内在化した家族

規範の影響が大きいこと。「個」であること

と、家族という社会の最小単位であることを

期待される社会的規範のダブルバインドは、

家族にとって肯定的にも否定的にも自己成

就的に働いている。 

 これらの結果から、決して安寧とはいえな

い状態にある障害者家族が、満足感を語るに

至るには並々ならず家族レジリエンスが機

能しており、その潜在する家族レジリエンス

が機能するためには、「家族主体」と意識が

求められており、その具体的実践であるファ

ミリーソーシャルワークの必要性が改めて

浮かび上がってきたと考えられる。    

 今後の課題は、主体的幸福感等だけでなく、

他の外的要因の家族の現実構築においての

循環的な相互作用を明らかにし、「家族レジ

リエンス概念」を家族の安心な日常生活を支

える現実構築における道具的概念としての

具体化を図ることである。 
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